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日本卸電力取引所の業務規程の変更認可について 

 

 

 

 

主なポイント 

○ 日本卸電力取引所の業務規程変更認可申請に係る審査について

日本卸電力取引所は、経済産業大臣より卸電力取引所として指定を受けたことを

受け、電気事業法第 99 条第 1 項後段の規程により、業務規程の変更を行う場合に

は、経済産業大臣の認可を取得することとされている。 

令和２年６月に成立した改正電気事業法により、日本卸電力取引所の値差収益は

電力広域的運営推進機関に納付されることとなったことに伴い、日本卸電力取引所

の業務規程を変更する必要がある。また、日本卸電力取引所が、今後は非化石価値

取引市場の売買入札量について公開することとなったことに伴い、日本卸電力取引

所の非化石価値取引規程を変更する必要がある。このため、令和３年４月７日に日

本卸電力取引所から経済産業大臣に対し、業務規程変更認可申請が行われ、電気事

業法第 66条の 11第１項第５号の規定に基づき、令和３年４月８日付けで経済産業

大臣から電力・ガス取引監視等委員会へ意見聴取が行われた。 

以上を踏まえ、今回は上記の業務規程変更についてご審議をお願いしたい。 

（趣旨）

令和２年６月に成立した改正電気事業法において、令和３年４月以降に発生

する日本卸電力取引所の市場間約定代金差額（以下、値差収益）については、翌

年度の４月末までに電力広域的運営推進機関に納付されることとなった。 

また、資源エネルギー庁 制度検討作業部会の非化石価値取引市場に関する議

論において、市場の透明性確保の観点から、今後、約定量に加えて売買入札量も

日本卸電力取引所において公開されることとなった。 

ついては、値差収益の電力広域的運営推進機関への納付及び非化石価値取引

市場における売買入札量の公開について、規定上明確に位置づける観点から、日

本卸電力取引所の業務規程変更認可申請についてご審議いただきたい。 
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日本卸電力取引所の業務規程変更認可申請について
 日本卸電力取引所については、電気事業法第99条第1項後段の規定により、業務規程の変更
を行う場合には、経済産業大臣の認可を取得することとされている。また、日本卸電力取引所の
業務規程変更申請については、電気事業法第66条の11第1項第5号の規定により、電力・ガス
取引監視等委員会の意見聴取事項とされている。

 今般、2021年４月７日付で、日本卸電力取引所から経済産業大臣に対し以下の２点に関
する業務規程変更の認可申請が行われ、2021年４月８日付けで、経済産業大臣から電力・
ガス取引監視等委員会へ意見聴取が行われたところ。
１）電事法改正を受けた値差収益（市場間約定代金差額）にかかる取扱いの変更
２）非化石市場における売買入札量の公開

 今回は、上記の業務規程の変更についてご審議をお願いしたい。

資料3－1
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１）値差収益にかかる業務規程変更認可申請について

 2020年6月に成立した改正電気事業法において、電力広域機関が広域的なネットワークの整
備に関する計画（広域系統整備計画）を策定することが法定化された。本改正に伴い、ネット
ワーク整備費用を全国で負担する仕組み（全国調整スキーム）として2021年度以降、日本卸
電力取引所の値差収益※が全額、電力広域機関に納付されることとなる。

※一般送配電事業者の供給区域をつなぐ地域間連系線の容量制約により、卸電力取引所の取引において地域間の約定価格に差異が生じた際
（＝市場分断）、取引所に発生する収益のこと。

 上記の改正に伴い、日本卸電力取引所の業務規程第10条「市場間値差の管理」について、従
来は同取引所の貸借対照表の資本の部「市場間値差積立金」に計上されていた値差収益（市
場間約定代金差額）が、今後は全額電力広域機関に翌年度の4月末までに納付されるため、
業務規程変更を実施する必要が生じたもの。

※指定法人となった2016年度以降、市場間値差積立金として計上している値差収益についても電力広域機関に納付することが、2020年9月9日の
持続可能な電力システム構築小委員会で決定された。
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（参考）本日の御議論
第6回総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会
持続可能な電力システム構築小委員会（2020年9月）
資料1より抜粋
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（参考）改正法施行以前の市場間値差積立金の納付に関する議論
第6回総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 持続可能
な電力システム構築小委員会（2020年9月） 資料1より作成

2018年度末
時点

市場間値差
積立金
約77億円

2019年度末時点
市場間値差積立金

約123億円
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（参考）市場間約定値差について

ケース①
分断なし

ケース②
分断あり

売り手

システムプライス: 8円/kWh
支払金額: 8円/kWh

JEPX

受取金額: 8円/kWh
支払金額: 8円/kWh
⇒値差収益なし

買い手

システムプライス: 8円/kWh
受取金額: 8円/kWh

エリアプライス: 10円/kWh
支払金額: 10円/kWh

受取金額: 10円/kWh
支払金額: 8円/kWh
⇒値差収益+2円/kWh

エリアプライス: 8円/kWh
受取金額: 8円/kWh

8円/kWh 8円/kWh

10円/kWh 8円/kWh
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（参考）電気事業法の主な改正点について
変更前 変更後

第九十八条 卸電力取引所は、次に掲げる業務を行うものとする。
一 電気事業者に対する電力の卸取引の機会の拡
大及び当該卸取引の指標として用いられる価格
の形成に必要なその売買取引を行うための市場
（第九十九条の二において「卸電力取引市場」
という。）を開設すること。

二 前号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。
三 前二号に掲げるもののほか、卸電力取引所の
目的を達成するために必要な業務を行うこと。

卸電力取引所は、次に掲げる業務を行うものとする。
一 電気事業者に対する電力の卸取引の機会の拡大及び当該卸取引の
指標として用いられる価格の形成に必要なその売買取引を行うための市
場（次項及び第九十九条の二において「卸電力取引市場」という。）を
開設すること。

二 前号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。
三 前二号に掲げるもののほか、卸電力取引所の目的を達成するために必
要な業務を行うこと。

２ 卸電力取引所は、前項第一号に掲げる業務として、翌日に受け渡され
る経済産業省令で定める時間を単位とする電力の売買取引を行うための市
場（次項、第九十九条の四第二項及び第九十九条の八において「翌日市
場」という。）その他市場開設業務の実施に関する規程（以下この章におい
て「業務規程」という。）で定める卸電力取引市場を開設するものとする。
３ 卸電力取引所は、翌日市場における地域間の売買取引に係る電力の
量が、当該地域間を電気的に接続する電線路の容量を超えるときは、業務
規程で定めるところにより、地域ごとに取引価格を算定するものとする。

第九十九条 （新設） （取引の決済）
第九十九条の四 売買取引の決済は、卸電力取引所を経て行う方法その
他業務規程で定める方法によらなければならない。
２ 翌日市場における電力の売買取引の決済は、卸電力取引所を経て行う
方法によるものとする。

（新設） （地域間売買取引の決済に係る利益の納付）
第九十九条の八 卸電力取引所は、推進機関が行う広域系統整備交付
金交付業務に要する費用に充てるため、推進機関に対し、経済産業省令で
定めるところにより、翌日市場における地域間の売買取引の決済に係る収入
からその決済に要する費用を控除した金額を納付するものとする。
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１）値差収益にかかる業務規程変更認可申請について

＜業務規程変更後＞
（市場間値差の管理）
第１０条 翌日取引の売買の合わせの処理において，連系線の
送電可能量の制約による市場分断処理を行った場合，分断した
市場間で約定価格の差が生じ，その価格差に当該連系線の利用
量を乗じて得られる額として、一般社団法人日本卸電力取引所取
引規程に定めるところにより算定した額が、本法人の収入となる。こ
れを市場間約定代金差額という。
２． 本法人は、毎事業年度末において、市場間約定代金差額の
合計から、本法人が別に定め公開する事務手数料相当額を控除し
た額を，電気事業法（昭和39年法律第170号）第99条の８の
規定により、電力広域的運営推進機関に対し、翌事業年度の４
月30日までに納付するものとする。
３．本法人は、前項の額を当該額が生じた事業年度の損益計算
書に費用として計上するものとする。
4.   第１項の市場間約定代金差額が令和３年３月31日以前
に生じたものであるときは、当該市場間約定代金差額は、年度毎に
積み上げ、当該額から法人税相当額および本法人が別に定め公
開する事務手数料相当額を控除した額を、本法人の貸借対照表
資本の部の「市場間値差積立金」の項目に計上するものとする。
５．第４項の市場間約定代金差額および「市場間値差積立金」
については、電気事業制度の今後の制度設計の方針に従い利用す
ることを原則とする。

（市場間値差の管理）
第１０条 スポット取引の売買の合わせの処理において，連系線
の送電可能量の制約による市場分断処理を行った場合，分断した
市場間で約定価格の差が生じ，その価格差に当該連系線の利用
量を乗じて得られる金額が取引所の収入となる。これを市場間約定
代金差額という。
２． 市場間約定代金差額は，年度毎に積み上げ，法人税相
当額および本法人が別に定め公開する事務手数料相当額を控除
した額を，本法人の貸借対照表資本の部の「市場間値差積立
金」の項目に計上するものとする。なお, 毎年度の市場間約定代金
差額ならびに「市場間値差積立金」を利用する場合には, 電気事
業を所管する経済産業省の事前了承を得ることとする。
３． 毎年度の市場間約定代金差額ならびに「市場間値差積立
金」については，電気事業制度の今後の制度設計の方針に従い利
用することを原則とする。

＜業務規程変更前＞

 今般の取引規程の変更は、2020年６月に成立した改正電気事業法の内容に適合するよう、値
差収益（市場間約定代金差額）の電力広域機関への納付を規定上明確に位置づける観点
から、業務規程「市場間値差の管理」の内容について見直しを行うもの。

 具体的な規程の変更内容は以下のとおり。
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２）非化石市場の売買入札量公開にかかる業務規程変更認可申請について

 2020年11月より、資源エネルギー庁 制度検討作業部会において非化石価値取引に
関する議論が行われた結果、市場の透明性確保の観点から、非化石価値取引市場に
おける売買入札量の情報公開を求める意見が多く挙がった。こうしたことを受け、今後は
約定量に加えて、売買入札量の合計値も日本卸電力取引所において公開されることと
なった。

上記に伴い、日本卸電力取引所の非化石価値取引規程第22条「公開する情報」の
変更が生じる。
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（参考）2020年度 非化石価値取引市場 公開情報

（出典）日本卸電力取引所 HPより抜粋
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（参考）第44回制度検討作業部会（2020年11月27日開催）
委員・オブザーバーの意見

 （大橋委員）
約定量について示していただいていますけれども、応札量に占める約定量、これは売りと買い、応札量あると思い
ますけれども、ちょっとその情報をいただけると規模感が分かるかなという感じがしています。市場の情報公開の
一環だと思いますけれども、ぜひ御検討いただければありがたいなと思います。

 （東京ガス 菅沢オブ）
非ＦＩＴ非化石証書のオークションは、やはり売手の市場支配力が非常に高い状況になっているのではないかと
我々は想像しておりまして、本来であるならば、顕在化した非化石価値につきまして、原則はお客様のニーズある
いはマーケットのニーズによって価格が決まっていくという形が適切と思ってございますけれども、現状においては売手
の市場支配力によって価格が形成されてしまっているのではないかという懸念を持っております。まずは、約定価格
や約定量に加えまして、可能な範囲で売り札等の情報を公開いただきまして、将来の適切な市場の形成に向
けて議論を開始していただきたいと思っております。

 （エネット 竹廣オブ）
このオークションにおける売り札、それから買い札の価格分布の分析等、公表をお願いしたいと思っています。市
場支配力のある事業者の不自然な入札行動がないかという点で、御確認をお願いしたいと思っています。
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（参考）非化石価値取引市場における取引結果の情報公開と
監視について

第48回総合資源エネルギー調査会
電力・ガス事業分科会
電力・ガス基本政策小委員会制度
検討作業部会（2021年3月26日）
資料4より抜粋
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２）非化石市場の売買入札量公開にかかる業務規程変更認可申請について

（公開する情報）
第２２条
本取引所は，約定処理後速やかに，次の各号に定める取引に関
する情報を公開する。
(1)約定量，売り入札量の合計および買い入札量の合計
(2)第１０条第１号の商品については約定最高価格，約定最安
価格および約定量加重平均価格。同条第２号および第３号の商
品については約定価格
(3)入札参加会員数および約定会員数

（公開する情報）
第２２条
本取引所は，約定処理後速やかに，次の各号に定める取引に関
する情報を公開する。
(1)約定量
(2)第１０条第１号の商品については約定最高価格，約定最安
価格および約定量加重平均価格。同条第２号および第３号の商
品については約定価格
(3)入札参加会員数および約定会員数

＜非化石価値取引規程変更前＞ ＜非化石価値取引規程変更後＞

 今般の非化石価値取引規程の改正は、非化石価値取引市場における売買入札量の
公開について、規定上明確に位置づける観点から、非化石価値取引規程「公開する情
報」の内容について見直しを行うもの。

 具体的な規程の変更内容は以下のとおり。
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審査基準への適合性について

 今般の業務規程の改正は、
１）一つは、2020年６月に成立した改正電気事業法の内容に適合するよう、値差収益

（市場間約定代金差額）の電力広域機関への納付を規定上明確に位置づける観
点から、業務規程「市場間値差の管理」の内容について見直しを行うもの。

２）もう一つは、非化石価値取引市場における売買入札量の公開について、規定上明確
に位置づける観点から、非化石価値取引規程「公開する情報」の内容について見直し
を行うもの。

 上記の改正については、電気事業法施行規則第132条の７において規定される業務
規程の認可基準である、卸電力取引所の「取引を適正かつ確実に実施するうえで適
当であるもの」に該当すると考えられるため、経済産業大臣からの意見照会について、問
題ない旨回答することとしたい。
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（参考）日本卸電力取引所の業務規程変更認可申請について

JEPX

経済産業省
(資源エネルギー庁）

電力・ガス取引
監視等委員会

2021年

 日本卸電力取引所は業務規程を変更する場合には、経済産業大臣の認可を取得することとされており、業務
規程の変更認可については、委員会への意見聴取事項とされている。具体的な手続は以下のとおり。

4月

業務規程変更
認可申請

4月７日
受理

審査

4月８日
意見聴取

4月12日
審査 委員会意見

総合判断

認可の決定

経済産業大臣による
業務規程の変更認可

認可された業務規程
に基づき執行
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○電気事業法
第９８条
（業務）
卸電力取引所は、次に掲げる業務を行うものとする。
１ 電気事業者に対する電力の卸取引の機会の拡大及び当該卸取引の指標として用いられる価格の形成に必要

なその売買取引を行うための市場（次項及び第九十九条の二において「卸電力取引市場」という。）を開設すること。
２ 前号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。
３ 前二号に掲げるもののほか、卸電力取引所の目的を達成するために必要な業務を行うこと。

第９９条
（業務規程の認可）
１ 卸電力取引所は、市場開設業務を行うときは、当該業務の開始前に、業務規程を作成し、経済産業大臣の認可を受けなけれ
ばならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２ 経済産業大臣は、前項の認可をした業務規程が市場開設業務の公正かつ適確な実施上不適当となったと認めるときは、その業
務規程を変更すべきことを命ずることができる。
３ 業務規程に記載すべき事項及び第一項の認可の基準については、経済産業省令で定める。

（参考）電気事業法・JEPX業務規程 関連規定抜粋（一部抜粋）

○一般社団法人日本卸電力取引所 業務規程
第1条 本規程は，一般社団法人日本卸電力取引所（以下「本法人」という。）が，電力の実物卸市場である

日本卸電力取引所（以下「本取引所」という。）における市場開設業務について定める。
２． 本法人は，本規程に従い，本取引所の運営に必要な組織，規程および情報処理システム等を用意しな

ければならない。
３． 本規程は, 別添１乃至別添３の規程を含む。

（別添一覧）
別添１ 一般社団法人日本卸電力取引所取引規程および取引規程細則
別添２ 一般社団法人日本卸電力取引所 取引会員規程および特別取引会員規程
別添３ 一般社団法人日本卸電力取引所非化石価値取引規程
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○電気事業法施行規則
第１３２条の６
（業務規程の記載事項）
法第９９条第３項の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとする。
一 市場開設業務を行う時間及び休日（当該時間及び休日がスポット市場、一時間前市場、翌々日以降の特定の時間帯に受け
渡される電気を対象として取引する市場その他卸電力取引所において開設される市場ごとに異なる場合にあっては、当該市場ごとの
時間及び休日）に関する事項
二 市場開設業務を行う事務所の所在地
三 売買取引を行うことができる者の資格及びその審査の方法に関する事項
四 卸電力取引市場の種類に関する事項
五 売買取引の方法（当該方法がスポット市場、一時間前市場、翌々日以降の特定の時間帯に受け渡される電気を対象として取
引する市場その他卸電力取引所において開設される市場ごとに異なる場合にあっては、当該市場ごとの方法）に関する事項
六 売買取引の決済に関する事項
七 売買取引の手数料に関する事項
八 債務の履行を担保するために預託する金銭を徴収する場合には、当該金銭の徴収及びその管理の方法に関する事項
九 地域によって売買取引の価格が異なることにより生じる収益の管理に関する事項
十 売買取引において、不正な行為が行われ、又は不当な価格が形成されている場合における当該売買取引の制限その他の売買
取引の公正を確保するために必要な措置に関する事項
十一 市場開設業務の実施体制に関する事項
十二 卸電力取引市場の監視の方法に関する事項
十三 取引参加者に対する処分に関する事項
十四 売買取引の実施方法に関する取引参加者からの助言又は意見の聴取に関する事項
十五 前各号に掲げるもののほか、市場開設業務の実施に関し必要な事項

第１３２条の７
（業務規定の認可の基準）
法第９９条第３項の認可の基準は、法第９８条第１号及び第２号に掲げる業務を適正かつ確実に実施する上で適当なもので
あることとする。

（参考）電気事業法 関連規定抜粋（一部抜粋）
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資料３―２ 

経 済 産 業 省

２０２１０４０８電委第２号 

令 和 ３ 年 ● 月 ● 日  

経済産業大臣 殿

電力・ガス取引監視等委員会委員長

卸電力取引所の業務規程の変更の認可について（回答）

令和３年４月８日付け２０２１０４０７資第１号により、貴職から当委員会

に意見を求められた卸電力取引所の業務規程の変更の認可については、認可す

ることに異存はありません。
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経済産業省 

 
   

2 0 2 1 0 4 0 7 資 第 1 号   
令 和 3 年 4 月 8 日    

 
 
電力・ガス取引監視等委員会委員長 殿 

 
経済産業大臣 

 
 
 

卸電力取引所の業務規程の変更の認可について 
 
 
電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第６６条の１１第１項第５号の規定

により、別添の申請に係る同法第９９条第１項の規定による卸電力取引所の業

務規程の変更の認可について、貴委員会の意見を求めます。 
 

資料 3-3 
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 参考資料３-１ 
業務規程新旧対照表 

項目 新 旧 備考 

第１０条 
（市場間値差の管理） 

翌日取引の売買の合わせの処理において、連系線の送電可能量の制

約による市場分断処理を行った場合、分断した市場間で約定価格の

差が生じ、その価格差に当該連系線の利用量を乗じて得られる額とし

て、一般社団法人日本卸電力取引所取引規程に定めるところにより算

定した額が、本法人の収入となる。これを市場間約定代金差額という。 

２． 本法人は、毎事業年度末において、市場間約定代金差額の

合計から、本法人が別に定め公開する事務手数料相当額を控除した

額を、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第 99 条の 8 の規定に

より、電力広域的運営推進機関に対し、翌事業年度の 4 月 30 日まで

に納付するものとする。 

３． 本法人は、前項の額を当該額が生じた事業年度の損益計算

書に費用として計上するものとする。 

４． 第１項の市場間約定代金差額が令和 3 年 3 月 31 日以前に

生じたものであるときは、当該市場間約定代金差額は、年度毎に積み

上げ、当該額から法人税相当額および本法人が別に定め公開する事

務手数料相当額を控除した額を、本法人の貸借対照表資本の部の

「市場間値差積立金」の項目に計上するものとする。 

５． 第 4 項の市場間約定代金差額および「市場間値差積立金」

については、電気事業制度の今後の制度設計の方針に従い利用す

ることを原則とする。 

 

（市場間値差の管理） 

スポット取引の売買の合わせの処理において，連系線の送電可能量の

制約による市場分断処理を行った場合，分断した市場間で約定価格

の差が生じ，その価格差に当該連系線の利用量を乗じて得られる金額

が取引所の収入となる。これを市場間約定代金差額という。 

２． 市場間約定代金差額は，年度毎に積み上げ，法人税相当額

および本法人が別に定め公開する事務手数料相当額を控除した額

を，本法人の貸借対照表資本の部の「市場間値差積立金」の項目に

計上するものとする。なお, 毎年度の市場間約定代金差額ならびに

「市場間値差積立金」を利用する場合には, 電気事業を所管する経

済産業省の事前了承を得ることとする。 

３．  毎年度の市場間約定代金差額ならびに「市場間値差積立金」

については，電気事業制度の今後の制度設計の方針に従い利用す

ることを原則とする。  

 

（変更） 

別添一覧 別添一覧 

  別添１  一般社団法人日本卸電力取引所 取引規程および取引

規程細則 

別添一覧 

  別添１  一般社団法人日本卸電力取引所 取引規程および取引

規程細則 

（変更） 
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 参考資料３-１ 

 

  別添２  一般社団法人日本卸電力取引所 取引会員規程および

特別取引会員規程 

  別添３  一般社団法人日本卸電力取引所 非化石価値取引規程 

制定 平成28年２月18日 

改定 平成28年３月17日 

 平成28年３月22日 

 平成29年３月28日 

 平成30年4月19日 

平成31年４月10日 

令和元年５月24日 

令和２年３月２６日 

令和２年７月１日 

令和２年11月20日 

令和３年●月●日 

 

  別添２  一般社団法人日本卸電力取引所 取引会員規程および

特別取引会員規程 

  別添３  一般社団法人日本卸電力取引所 非化石価値取引規程 

制定 平成28年２月18日 

改定 平成28年３月17日 

 平成28年３月22日 

 平成29年３月28日 

 平成30年4月19日 

平成31年４月10日 

令和元年５月24日 

令和２年３月26日 

令和２年７月１日 

令和２年11月20日 
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参考資料３－２ 

 

取引規程新旧対照表 

項目 新 旧 備考 

第１９条 
（市場間約定代金差額） 

市場分断処理を行った結果，分断後のそれぞれのエリアにおける約定

価格の差によって生じた，買い約定量と約定価格の積の合計と売り約

定量と約定価格の積の合計の差から第24条の2の経過措置給付金を

控除し，第89条の間接送電権の売買代金のうち交付分を控除，徴収

分を加算した値を市場間約定代金差額という。 

２． 市場間約定代金差額は，本取引所の収入とする。 

 

（市場間約定代金差額） 

市場分断処理を行った結果，分断後のそれぞれのエリアにおける約定

価格の差によって生じた，買い約定量と約定価格の積の合計と売り約

定量と約定価格の積の合計の差から第24条の2の経過措置給付金を

控除し，第89条の間接送電権の売買代金のうち交付分を控除，徴収

分を加算した値を市場間約定代金差額という。 

２． 市場間約定代金差額は，本取引所の収入とする。 

３． 本取引所は，前項の市場間約定代金差額から税額および本

取引所の定める手数料額を控除した額を市場間値差積立金

として資本勘定に積み立て整理する。 

（変更） 

附則 第１条 平成28年2月18日の全面改定は，翌日取引および時間前取

引については平成28年4月1日受け渡し分から適用する。他

の事項は平成28年4月1日より適用する。 

第２条 平成28年2月18日の全面改定による先渡定型取引の廃止

は，平成28年3月30日を最終取引日とする。 

第３条 前条の適用前に成立した取引は，平成28年2月18日の全面

改定前の規定に従うものとする。 

第４条 翌日取引における買いのブロック入札の提供開始時期は別

に取引会員等に通知する。 

 

制定 平成17年１月31日 

改定 平成21年３月６日 

 平成21年７月10日 

第１条 平成28年2月18日の全面改定は，スポット取引および時間前

取引については平成28年4月1日受け渡し分から適用する。

他の事項は平成28年4月1日より適用する。 

第２条 平成28年2月18日の全面改定による先渡定型取引の廃止

は，平成28年3月30日を最終取引日とする。 

第３条 前条の適用前に成立した取引は，平成28年2月18日の全面

改定前の規定に従うものとする。 

第４条 スポット取引における買いのブロック入札の提供開始時期は

別に取引会員等に通知する。 

 

制定 平成17年１月31日 

改定 平成21年３月６日 

 平成21年７月10日 

（変更） 
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参考資料３－２ 

 

 

 平成21年９月11日 

 平成22年５月13日 

 平成24年６月13日 

 平成25年１月16日 

 平成25年２月21日 

 平成25年６月20日 

 平成27年２月19日 

 平成2８年２月18日（全面改定） 

 平成28年３月１７日 

 平成29年３月28日 

 平成30年４月19日 

 平成30年８月９日 

 平成30年９月14日 

 平成31年４月10日 

 令和元年５月24日 

 令和２年７月１日 

 令和３年２月26日 

 令和３年●月●日 

 

 平成21年９月11日 

 平成22年５月13日 

 平成24年６月13日 

 平成25年１月16日 

 平成25年２月21日 

 平成25年６月20日 

 平成27年２月19日 

 平成2８年２月18日（全面改定） 

 平成28年３月１７日 

 平成29年３月28日 

 平成30年４月19日 

 平成30年８月９日 

 平成30年９月14日 

 平成31年４月10日 

 令和元年５月24日 

 令和２年７月１日 

 令和３年２月26日 
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参考資料３－３ 
非化石価値取引新旧対照表 

 

項目 新 旧 備考 

第２２条 
（公開する情報） 

本取引所は，約定処理後速やかに，次の各号に定める取引に関する 

情報を公開する。 

(1) 約定量，売り入札量の合計および買い入札量の合計 

(2) 第１０条第１号の商品については約定最高価格，約定最安

価格および約定量加重平均価格。同条第２号および第３

号の商品については約定価格 

(3) 入札参加会員数および約定会員数 

 

（公開する情報） 

本取引所は，約定処理後速やかに，次の各号に定める取引に関する 

情報を公開する。 

(1) 約定量 

(2) 第１０条第１号の商品については約定最高価格，約定最

安価格および約定量加重平均価格。同条第２号および第

３号の商品については約定価格 

(3) 入札参加会員数および約定会員数 

 

(変更) 

 

 制定 平成30年４月19日 

改定 令和２年３月26日 

令和３年●月●日 

 

制定 平成30年４月19日 

改定 令和２年３月26日 

（変更） 
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